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○ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供できることを目的とするもの
○ 保健師等を配置して、妊産婦等からの相談に応じ、健診等の「母子保健サービス」 と地域子育て支援拠点等の 「子育て支

援サービス」 を一体的に提供できるよう、必要な情報提供や関係機関との調整、支援プランの策定などを行う機関
〇 母子保健法を改正し、子育て世代包括支援センターを法定化（2017年４月１日施行）（法律上は「母子健康包括支援センター」）

➢実施市町村数：７６１市区町村（１，４３６か所）（2018年４月１日現在） ➢２０２０年度末までに全国展開を目指す。
※各市区町村が実情に応じて必要な箇所数や管轄区域を判断して設置。

保健所 児童相談所
子育て支援機関

医療機関（産科医、小児科医等）

①妊産婦等の支援に必要な実情の把握 ②妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導

③支援プランの策定 ④保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

※医師、歯科医師、栄養士・管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、心理職などの専門職の配置・連携も想定される。

子育て世代包括支援センター

妊産婦等を支える地域の包括支援体制の構築

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援

障害児支援機関

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児

妊婦健診

乳児家庭全戸訪問事業

子育て支援策
・保育所・認定こども園等
・地域子育て支援拠点事業
・里親 ・乳児院
・養子縁組
・その他子育て支援策

両親学級等

妊娠に関する
普及啓発

不妊相談

乳幼児健診

予防接種

産前・産後サポート事業 産後ケア事業

近隣住民やボランティアなどによるインフォーマルなサービス

養育支援訪問事業

利用者支援実施施設

民間機関・関係団体

ソーシャル
ワーカー

看護師助産師保健師

産婦健診
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母子保健支援

子育て支援

子育て世代包括支援センターの全国展開
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都道府県別の子育て世代包括支援センター実施率（※）（平成30年4月1日時点）

3※ 子育て世代包括支援センターの実施率は（設置市区町村数）/（管内市区町村数）で算出 （母子保健課調べ）厚生労働省資料



子育て世代包括支援センターの財源について
○ 子育て世代包括支援センターは、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に基づく利用者支
援事業や、従来の母子保健事業等を活用して実施。

○ 子育て世代包括支援センターについて利用者支援事業を活用して実施する場合の財源は、子ども・
子育て支援交付金となる。※既存の市町村予算等を活用した実施も可能

○ 子育て世代包括支援センターと一体的に併せ、産前・産後サポート事業、産後ケア事業を行う場合
の財源は、母子保健衛生費補助金となる。

・子ども・子育て支援交付金（内閣府計上）
（負担割合：国１／３、都道府県１／３、市町村１／３）
※既存の市町村予算等を活用した実施も可能

利用者支援事業や、従来
の母子保健事業等を活用

※ この他、子ども・子育て支援交付金では、改修費等の開設準備経費について支援。また、母子保健衛生費補助金では、センターを立ち
上げるための準備員の雇上費や協議会の開催準備経費等について支援。

利用者支援事業や、従来
の母子保健事業等を活用

産後ケア事業
産前・産後

サポート事業
母子保健衛生費補助金
（妊娠・出産包括支援事業）

（負担割合：国１／２、市町村１／２）

１．子育て世代包括支援センターを利用者支援事業を活用して単独で実施する場合

２．子育て世代包括支援センターに併せて産前・産後サポート事業や産後ケア事業を実施する場合
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職場適応援助者（ジョブコーチ）の種類

配置型ジョブコーチ 訪問型ジョブコーチ 企業在籍型ジョブコーチ

所属／身分
地域障害者職業センターの

職員（非常勤嘱託）
就労支援を行っている

社会福祉法人等に所属する者
障害者を雇用している
企業等に雇用される者

主な活動場所
支援対象労働者が雇用されている
又は雇用される予定である事業所

支援対象労働者が雇用されている又
は雇用される予定である事業所

自社

ジョブコーチ数
（平成30年度）

３１２人
５４８人

（※助成金（※１）を活用して支援を実
施したジョブコーチ数）

２０７人
（※助成金（※１）を活用して支援を実施

したジョブコーチ数）

要件
障害者関係業務の経験を有し、機構
（※２）が委嘱した者
委嘱後は、原則として研修を受講

訪問型ジョブコーチ養成研修を修了し、
障害者の就労支援に係る業務経験が
１年以上ある者

企業在籍型ジョブコーチ養成研修等を
修了した者

公的助成

活動経費は運営費交付金により支
出

地域障害者職業センターが策定又は
承認した支援計画に基づき支援を実
施した場合は、障害者雇用安定助成
金（職場適応援助コース）により活動
費を助成

▶１日の支援時間によって、日額最大
16,000円

地域障害者職業センターが策定又は承
認した支援計画に基づき支援を実施し
た場合は障害者雇用安定助成金（職場
適応援助コース）により活動費を助成
▶月額最大１２万円

※２ 高齢・障害・求職者雇用支援機構

※１ 障害者雇用安定助成金（障害者職場適応援助コース）
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